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１． はじめに 
名古屋市都心部では、職場・学校等に大勢の人々が

通勤・通学している。これらの人々の多くは鉄道・自

家用車等の陸上交通を利用しており、突発的な地震に

よってこれらの交通機能が麻痺した場合、４７万人も

の滞留者が発生すると予想されている。滞留者は、余

震の恐怖や家族への安否の気遣い、長時間の待機など

により、心理的に不安定な状況に陥る可能性がある。

こうした中で大勢の人々がターミナル駅周辺に殺到す

ると、大規模な混乱が生じる恐れがある。そこで名古

屋市では、このような帰宅困難者への対応を２００２

年から検討しているが、具体策は見えないままである。 
 本研究では、帰宅困難者が抱える問題点を明らかに

した上で、帰宅困難者の支援対策のあり方を示唆する

ことを目的としている。 
２．警戒宣言が帰宅困難者に与える影響 
東海地震は日本で唯一、予知の可能性があるといわ

れているが、警戒宣言発令の有無により帰宅困難者の

状況が大きく異なると予想される。表１に東海地震に

関する情報と各主体の対応を示す。 

震災前に注意情報が発信されると、不必要な移動が

制限されるため、どうしても移動（帰宅等）が必要で

ある場合は、警戒宣言が発せられる前までに済ます必

要がある。その結果、警戒宣言後に鉄道・道路等が利

用できなくてなっても、帰宅困難者数は比較的少なく

なると予想されている。しかしながら、注意情報の発

令から警戒宣言発令までの期間が予期できないことの

不安から、帰宅希望者が一時期に鉄道駅等に集中する 
表１ 東海地震に関する情報と対策 

 
 
 
 
 
 

 

可能性は依然として残る。このように、震災前の段階

ですでに帰宅困難者が発生するという、突発的な地震

では起こりえない事態への配慮は、名古屋市だけでな

く交通機関の運営主体にとっても大きな課題である。 
３．帰宅希望者の抱える問題点 
注意情報を認知した後に帰宅しようとしても、警戒

宣言が発令されるまでの期間等の外因によって帰宅希

望者がたどるケースはいくつか考えられる。これをフ

ローとして図１に示す。この中でも特に問題点が生じ

ると思われるのは、警戒宣言の発令によって、鉄道が

運行不可となることによって発生する滞留者と、徒歩

帰宅者の取り扱いである。 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
（１） ターミナル駅の滞留者によるパニック 
 注意情報が発信されると多くの人々が一斉に帰宅

行動を開始し、名古屋駅では最大時１０万人以上とも

いわれる帰宅希望者が押し寄せると想定されている。
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したがって、全ての帰宅希望者を円滑に帰宅させる

ことは難しく、警戒宣言の発令後、少なからず滞留

者が存在すると予想される。帰宅したいのにできな

い焦りと苛立ちとともに、情報や保護を求めて殺到

するため、対応が不十分であれば大混乱を生じる。 
（２） 徒歩帰宅行動時の混乱 
自宅へ向かって歩き出した徒歩帰宅者は、帰宅経

路を明確に把握していないケースが多く、正確な情

報を得るための手段もない。また、自宅が遠方なた

めに帰宅をあきらめたり、一旦帰宅を開始したもの

の、飲食料・トイレ等を得られないなど徒歩帰宅を

行う上での障害は多い。さらに、震災が発生した後

は、停電による暗闇や危険地域へ誤って入り込むこ

とも予想され、徒歩帰宅はより困難となる。 
４．帰宅困難者対策への提言 
（１） 鉄道駅等の滞留者への対策 
 ２００３年に修正された中央防災会議の「地震防

災基本計画」では、帰宅困難者の取り扱いについて

「市町村以外の計画主体は、規制の結果生じる帰宅

困難者に対する具体的な避難誘導、保護ならびに食

料等のあっせんの措置を明示する」としている。こ

れを受けて、具体的に交通機関運営主体と協定を結

んでいる自治体が存在する中、名古屋市はいまだ未

整備である。 
あらかじめ帰宅困難者を受け入れる避難所を駅周

辺にいくつか指定しておき、円滑な避難誘導が可能

なように、交通機関運営主体との連携体制をその責

任の所在を含め、明示しておくべきである。 
さらに、食料等のあっせんについては問題が多い。

名古屋市は震災発生の前段階には備蓄物資を提供し

ないとしているため、避難所にいる帰宅困難者にの

み交通機関運営主体から飲食料が提供される状況に

なってしまう。加えて、誰が帰宅困難者であるのか

を判断することも困難である。 
（２） 徒歩帰宅行動者への対策 
 徒歩帰宅者が安全に帰宅するには、飲食料、トイ

レ、休息、帰宅支援情報などが必要であるが、現状

ではそれらの支援設備、サービスが帰宅の沿道上に

十分用意されていない。このような設備を一から整

備することは困難であるため、既存の施設を利用す

ることを考え、コンビニエンスストア（以下、コン

ビニ）がこの役割を果たすことを提案したい。 

コンビニは偏在があるものの絶対数が多く、名古

屋市内に広く分布している。本来の業務に加え、名

古屋市との連携体制を確立することによってリアル

タイムの情報の発信が可能になれば、注意情報の発

信以後は徒歩帰宅者にとって大変有益である。さら

に図２で示す阪神・淡路大震災の事例から明らかな

ように、震災発生後もコンビニは積極的に営業を再

開し、被災者への物資供給機能を果たしていたこと

から、震災後の徒歩帰宅行動者への支援としての役

割を果たしうる期待は大きい。このためには、愛知

県警がコンビニの納品車を事前に緊急指定車両に認

定しておき、円滑な物資輸送を可能にすることが望

まれる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 阪神・淡路大震災後の某大手コンビニチェーン 
 
５．今後の課題 
本研究では、帰宅困難者への支援のあり方につい

て提言してきたが、コンビニを徒歩帰宅行動者に対

して有効に活用しようとする試みについて、非常時

とはいえ特定の民間業者の営業活動を行政側が積極

的に協力することに関する合意形成についての検討

が必要である。 

また４（１）でも述べたように、避難所における

名古屋市民と帰宅困難者との対応の違いについても

今後検討していきたい。 
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